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 は じ め に
グローバルな金融資本の移動を背景に企業を取り巻く財務報告のルールが大きく変化し































て, 連結財務諸表の会計基準の改訂に係わる議論の一環としてなされた FASB の成果に
基づいて整理を進めたい。
FASB の連結基礎概念の議論は, 1987年の SFAS 第94号「すべての過半数所有子会社の
連結」(FASB [1987]) の公表後, 連結方針や連結手続の審議として続けられた。それら
は, 1991年に討議資料「連結方針と連結手続｣, 1995年に公開草案「連結財務諸表：方針
と手続｣, これを改訂して1999年に改訂公開草案「連結財務諸表：目的と方針」として公




(FASB [1991]) において, 親会社の連結財務諸表に含むべき子会社を決定する条件は,
「支配」か, もしくは「議決権持分」か, という議論のなかで連結基礎概念が討議されて
いる。(以下, 公表物のパラグラフの引用は, 当該公表物のパラグラフ番号のみを付す｡）
① 経済的単一体概念 (economic unit concept)
単一の経営によるグループ全体の支配を強調する考え方である。学説上, 企業実体説
(entity theory) ともいわれるこの考え方の下では, 連結財務諸表は, 単一体として事業を
行う親会社およびその子会社からなる法的な企業1)のグループについての情報を提供しよ
うとするものとなり, グループを構成するさまざまな企業の資産, 負債, 収益, 費用, 利
得および損失が, 連結企業の資産, 負債, 収益, 費用, 利得および損失となる。経済的単
一体概念では, 支配が連結の本質的条件となる (pars. 63, 123)。









場合, 所有者は受動的な投資者とならざるを得ず連結は不適当と考えられる (pars. 64,
124, 132)。
FASB が, 親会社概念として討議した連結子会社を決定する条件では, 議決権持分の過
半数所有ではなく, 支配によるべきことが示されている。このような考え方は, 純粋な親
会社概念というより, むしろ親会社拡張概念 (parent entity extension concept) と称され




続」(FASB [1995]) を公表した。公開草案は, 支配とは, 資産に及ぼす力, すなわち,
ある企業が自らの資産を使用するのと実質的に同じように, 他の企業の個々の資産を使用
し, または使用を指示する力であると定義し (par. 10), 法的に異なる企業を単一の報告
企業に結びつける絆 (tie) は, 連結グループ内の各企業の個々の資産に対する親会社の支
配およびその資産の使用を指示するために親会社に必然の能力にあるとした (par. 7)。ま
た, 連結の条件として, 議決権持分の過半数所有ではなく実質的支配を定め, 支配の推定




公開草案「連結財務諸表：目的と方針」(FASB [1999]) が公表された。これは, 改めて
連結の条件としての議決権持分の所有割合を否定し (par. 203), 支配に基づくことを試み
たものであるが, 確定基準書を公表するには至らなかった。
４ 連結プロジェクトからの示唆
このように FASB の連結プロジェクトにみた連結基礎概念の論点を整理すると, 経済
的単一体概念においても親会社概念においても実質的支配も含めた「支配」は必要な条件
であり, 連結財務諸表の会計基準の改訂の議論として, 連結基礎概念を用いる場合の両者








するものとしてとらえた近時の会計基準等の改訂は, 連結会計処理, 企業結合, 業績報告
（包括利益）や概念フレームワークにまで多岐にわたることとなる。本章では, 連結基礎
概念の論点を把握するためにそれらについての IASB および FASB の改訂動向を概観す
ることとする。
１ 連結手続に関する IAS 第27号改訂公開草案
IASB の「企業結合プロジェクト（第２フェーズ)」として扱われた連結財務諸表の会
計処理に関するものであり, IASB と FASB の共同プロジェクトとして実施され, 2005年
６月に IASB 第27号「連結および個別財務諸表」(IASB [2003a]) の改訂案として改訂公







④少数株主持分 (minority interest) の非支配持分 (non-controlling interest) への変更,
および子会社の非支配持分に帰属する損失が子会社の非支配持分を超える場合のその
損失の非支配持分への配分 (par. 35)
２ 連結手続および非支配持分の報告に関する ARB 第51号改訂公開草案
FASB と IASB の共同プロジェクトとして実施された IAS 第27号の改訂と合わせて,








に表示することであるとして, 経済的事業体 (economic entity) を強調する (par. 6)。
② 段階法の廃止
原則的に段階法 (step by step basis) によることとしていた連結開始時の剰余金計算の




IASB と同様に, 少数株主持分を非支配持分 (noncontrolling interest) に変更し (par. 1),
非支配持分は親会社の株主持分 (controlling interest) と区分して持分 (equity) として計
・・・・
算表示することとする (par. 20)。
３ 企業結合に関する IFRS 第３号改訂公開草案
IASB の企業結合プロジェクト（第２フェーズ）として FASB との共同プロジェクトと







４ 企業結合に関する SFAS 第141号改訂公開草案
ARB 第51号改訂公開草案と同様, IASB との共同プロジェクトとして SFAS 第141号
「企業結合」改訂公開草案 (FASB [2005b]) が公表され, IASB と同様の会計処理を提案
している。
５ IAS 第27号, SFAS 第160号, IFRS 第３号および SFAS 第141R号改訂確定基準書
FASB は2007年12月に ARB 第51号の改訂となる SFAS 第160号「連結財務諸表の非支
配持分」(FASB [2007a])および SFAS 第141号の改訂となる SFAS 第141R号 (FASB
[2007b]) を公表した。また, IASB は2008年１月に IAS 第27号および IFRS 第３号の改訂
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確定基準書 (IASB [2008a], [2008b]) を公表し, 企業結合プロジェクトの第２フェーズ
の完了を発表した (IASB [2008c])。改訂確定基準書では, 本稿で論じている公開草案の
うち「全部のれん」など一部の論点が採用されていない（IASB [2008d])。
６ 業績報告（包括利益）に関する IAS 第１号改訂公開草案および改訂確定基準書
IASB の業績報告プロジェクトで議論された「包括利益 (comprehensive income)」は,
FASB が1980年12月に公表した SFAC 第３号「営利企業の財務諸表の構成要素」(FASB
[1980]) により導入された概念で, 持分（純資産）の変動を利益ととらえる概念である。




IASB で包括利益を扱う業績報告プロジェクトは, 2006年３月に IAS 第１号「財務諸表
の表示」(IASB [2003b]) の改訂公開草案「財務諸表の表示：改訂された表示」(IASB
[2006a]) を公表し, 2007年９月に改訂確定基準書 (IASB [2007]) を公表した。
改訂公開草案では, 定義において利益の概念整理を行っており,「包括利益」に相当す
る「総認識収益費用 (total recognized income and expense)」を株主の立場としての株主
による拠出および株主に対する分配以外の取引または事象による企業の持分の当期の変動
であると定義し,「損益 (profit and loss)」を「その他の認識収益費用 (other recognized in-
come and expense)」の構成要素を除く費用控除後の収益の合計と定義している (par. 7)。




費用計算書」を「総包括利益 (total comprehensive income)｣，｢その他の包括利益 (other
comprehensive income)」および「包括利益計算書 (statement of comprehensive income)」
に変更し，｢総包括利益」の定義を，所有者の立場としての所有者との取引による変動以
外の取引または事象による持分の当期の変動であると修正している (pars. 7, 83)。
改訂前の IAS 第１号 (IASB [2003b]) はすでに少数株主持分を貸借対照表に持分として
表示することを定めているが (par. 68), この改訂は, 利益の概念としても貸借対照表の
非支配持分（少数株主持分）に関連する期間増減差額を「その他の包括利益」としてその
要素に加える方向を明らかにしている。
これらに対し, わが国の「討議資料 財務会計の概念フレームワーク」(ASBJ [2006b])
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IASB および FASB が共同プロジェクトとして展開している概念フレームワークのプロ
ジェクトは, 2005年１月から８つのフェーズに分けて行われていたが, そのフェーズＡ
「財務報告の目的および質的特性 (the objectives of financial reporting and qualitative
characteristics)」の公表物が2006年７月に IASB, FASB それぞれから討議資料として公表




合に有用となる情報を提供することであるとし (par. OB2), その潜在的利用者として,
持分投資者 (equity investors), 与信者 (creditors), (商品サービスの）供給者, 従業員,









の視点 (perspective of the entity) を反映することになる。しかし, 財務報告の基礎とな







８ 連結の条件としての「支配」に係る IASB の議論




b])。IAS 第27号 (IASB [2003a], [2008a]) は, 支配を企業活動からの便益を得るために,
その企業の財務および経営方針を左右する力 (par. 4) と定義していることから, この議



























































































ests of noncontrolling shareholders in subsidiaries) (FASB [2005a] summary p.)であり,
親会社概念においても株主の持分利益 (equity interest) である性格を否定するわけではな
いから, 非支配持分を親会社持分と区分表示する限り, 親会社概念においても妥当するも
のである。わが国会計が従来区分の資本と負債を自己資本と他人資本に整理しているのと




















この IASB と FASB の共同プロジェクトとしての討議資料に対して, 企業会計基準委
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